
次世代育成支援対策推進法について 

１ 次世代育成支援対策推進法のポイント 

◎次世代育成支援対策推進法（平成17年4月1日施行）※平成27年3月31日を期限とする10年間

の時限立法 

→国が定める指針に即して、都道府県は５年を１期とする「行動計画」を策定し、次世代育成支援

に関する１０年間の集中的・計画的な取組を推進する。 

◎次世代育成支援地域行動計画策定指針（平成15年8月） 

→自治体は、次世代育成支援対策推進法に基づく５年を一期とした計画を平成１６年度中に策定

し、５年後に見直す。（前期17～21年度後期22～26年度） 

 

２ 次世代育成支援対策推進法の概要 

我が国における急速な少子化の進行等を踏まえ、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育

成される環境の整備を図るため、次世代育成支援対策について、基本理念を定めるとともに、国による行動

計画策定指針並びに地方公共団体及び事業主による行動計画の策定等の次世代育成支援対策を迅速か

つ重点的に推進するために必要な措置を講ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 次世代育成支援対策推進法の概要 
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